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小泉　直美

はじめに

　

　2015年7月、イランの核開発問題に関するイランとP5+1（常任理事国5か国

とドイツ）との間の最終合意（「包括的共同行動計画」）が成立した。イランは

その核開発計画を大幅に制限され、厳格な監視を受ける代わりに、これまで課

せられていた制裁の解除を受けることになった。歴史的な合意と言えるが、同

時にこの成果に対する懐疑的な見方をとる者も多い。また同年5月に開催され

たNPT再検討会議では、中東の「非核地帯」化構想をめぐる加盟国の対立が

解消せず、最終文書の調印が見送られた。NPT体制の存続には不透明感が漂っ

ていると言えよう。こうした中、核不拡散体制の重要なアクターの一つである

ロシアは、同体制に対してどのように対応しようとしているのであろうか。ロ

シアはイランや北朝鮮に対する制裁発動には消極的な態度をとることが多いが、

上記包括合意達成の過程では、建設的な役割を果たした。本稿では核兵器・核

関連物質 1及びその運搬手段であるミサイルに焦点を合わせ、ロシアの核不拡

散政策の意図を探ることにしたい。

　ロシアの核不拡散政策といった場合、これには二つの側面がある。ロシアの

国内政策と対外政策である。国内政策には、さらに二つの分野がある。一つは

核兵器等の管理の問題である。ソ連邦崩壊時、中央による管理体制が崩れ、こ

の結果生じた状況は「ルース・ニューク」 (loose nukes)として大きな懸念を

呼んだ。もう一つはロシアの輸出管理政策である。やはりソ連崩壊で不正輸出

が増え、国際輸出管理レジームへの加入とともに新たな法整備が急務と考えら
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れた。以後、ロシアは米国等の誘導・支援を受けてこれらの問題に取り組んで

きたが、現状はどうなっているのだろうか。

　対外政策では、イランや北朝鮮の核開発問題におけるロシアの対応が問題と

なる。ただし、この両国の問題は異なる地域情勢を背景としており、したがっ

てロシアの政策決定に作用する要因が異なる。本稿ではイランのみを扱い、北

朝鮮の問題は別稿に譲りたい。

　ロシアの対イラン政策に関して言えば、先行研究には2つの見方がある。一

つは、ロシアは一貫して核不拡散体制を欺いてきたとするものである。米国ヘ

リテージ財団のコーエン（Ariel Cohen）は、ロシアの意図は中東での米国の

影響力を弱めることであり、そのための事実上の同盟国、イランに対して、核

やミサイル開発の支援を継続してきたとする。ロシアは核武装したイランがロ

シアを標的にするとは考えておらず、したがってイランとの協調からくる地政

学的・経済的利得を優先させているとみている2。確かに米ロ関係が悪化すると、

こうした見解はより強く主張されるが、全体としては比較的少数派である3。

　多くの研究は、ロシアの不拡散政策は「アンビバレント」だと指摘する。一

方で、NPT体制の下、不拡散の必要性を声高に訴え、時に協力的だが、他方で、

イランにウラン濃縮を放棄させる国際社会の試みにたいしては、その足を引っ

張ることの方が多いとする。ただし、その理由は様々に指摘されている。アン

ビバレントな態度ということは、一般に互いに相容れない複数の利益を追求す

るために起こることと考えられる。たとえばカッツ（Mark N. Katz）は、ロ

シアは一方で「米国の外交目的を阻むことを喜びながらも、責任ある大国とし

て見られたい。同様に、イランとはよい関係、より良い関係を保ちたいが、西

側同様、イランの核保有は望まない」。かくして「アンビバレント外交はアン

ビバレントな動機に由来している」という4。

　しかし、アンビバレントというだけでは、ロシアの行動を説明はできても予

測が立てられない。複数の利害間の優先順位を考える必要がある。そこで本稿

では、ロシアの行動に影響を与えうる利害として、核不拡散という目標のほか

に、グローバルなレベル、地域のレベル、国内のレベルに分けて問題を整理し
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ておきたい。グローバルなレベルでは、ロシアは米国との協調、ただし、対等

な立場でのそれを望んでいる。それによって、ロシアに不利になるような米国

の一方的行動、例えばミサイル防衛の開発、NATOの東方拡大や、中東を含め

た世界各地での米国の軍事・非軍事的な「民主化」拡大策を阻止したいと考え

ている。他方、中東という地域のレベルでは、イランという地域大国との良好

な関係を保つことが、中東でのロシアの発言力確保にもつながり、またこれが

グローバルなレベルでの米国への外交上のカードともなる。さらに、国内のレ

ベルではイランは、ロシアがこれからの基幹産業と目する原子力や兵器産業の

得意先である。彼らの利害を守る必要がある。

　総じて、ロシアが国内経済やイランとの関係を重視して原子炉やミサイルを

売れば、核不拡散体制を弛緩させることにつながりかねず、米国との関係を緊

張させるという構図が確認される。問題は、ロシアが何に優先順位を置いて、

どのようにこの対立する利害のバランスを取ろうとしているのか、という点で

ある。　

　以下では、まず初めの2節で、ロシアが米国の支援や誘導を受け、国内の核

兵器や核関連物質の管理及び輸出管理体制を再構築し、核不拡散体制に組み込

まれてきた経緯と現状を考察する。その上で、第3節で、ロシアの対イラン政

策を考えてみたい。

１．核兵器及び核関連物質の国内管理

（１）米国等の支援

　ソ連が崩壊した1991年12月の時点で、ソ連の保有していた核兵器及び核関

連物質はきわめて不安な状態に置かれることになった。核兵器は米国を直接攻

撃しうる戦略核兵器とそれ以外の非戦略核兵器に分類されるが、当時のソ連は

戦略核弾頭を推計で12,300発、非戦略核兵器および戦略防衛兵器も推計で

15,000発、計27,000発を保有していたと言われる5。さらにソ連崩壊で、ソ連
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の承継国であるロシア以外の新独立国3国(ベラルーシ、ウクライナ、カザフ

スタン)にもその一部が残されることになった。また、兵器用、民生用の核関

連物質はソ連時代の閉鎖都市を初めとする全国各地の施設・研究所に保管され

ていたが、経済危機のなか、これらの施設は保安状況が劣悪なまま残されるこ

とになったのである。化学兵器や生物兵器も同様であり、他に雇用を失ったこ

れら兵器開発に携わっていた科学者や技術者の頭脳流出も懸念された。

　この状況にいち早く対応したのが、米国上院議員のナン（Sam Nunn）とルー

ガー（Richard Lugar）である。ソ連崩壊がせまった頃、ロシア側からのアプロー

チがあり、ナン・ルーガー法（「1991年ソ連核脅威削減法」）を91年12月に成

立させた。これに基づいて立ち上げられたのが国防総省の協調的脅威削減プロ

グラム（CTR）である 6。後にこのプログラムには国務省やエネルギー省が参

画し、97年度以降は、同2省はそれぞれ独自の予算をとって、プログラムを運

営するようになった。多くの場合、これらのプログラムも含めてCTRと呼ば

れている。

　国防省のプログラムでは、核兵器の移送・保管、ミサイルの発射装置やイン

フラの解体、解体される核弾頭から出る濃縮ウランとプルトニウムの保管、生

物・化学兵器の破壊・保管などが実施された。国務省は核施設等で働いていた

科学者や技術者の支援や、輸出管理の法整備、管理体制の構築に当たった。ま

た、エネルギー省は核兵器や兵器用の核関連物質の保管強化、保管場所の集中

や、国境地帯での密輸管理の支援を行った。他に、民間の放射性物質を扱う研

究所や核廃棄物の保管施設の保安の強化にも参画した 7。ロシアもまた、これ

らを積極的に受け入れた。国防省プログラムの成果は右頁の表を参照。

　2001年1月発足のブッシュ（George W. Bush）政権は、当初CTRに対して

懐疑的であり、その予算を削減しようとしたが、同年9月の米国同時多発テロ（以

後9.11事件と記す）の後には、むしろその支援をしばしば明言するようになっ

た。当時、大統領に就任した直後のプーチン（Vladimir Putin）は、NATO拡

大阻止やABM条約の継続、戦略的安定の維持を目指して、対米関係の再構築

を模索していた。9.11事件は予想外のチャンスであった。テロ対策と同時に大
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量破壊兵器（WMD）の拡散が米国にとって大きな意味を持つことになり、こ

の面での対米支援や共同歩調をとることによって、米国の譲歩を引き出しえる

と考えたからである 9。02年6月のカナナスキス先進国首脳会議（G8）では、

WMD不拡散に対するG8 グローバル・パートナーシップが謳われ、米国はロ

シアやその他の旧ソ連諸国におけるCTRのため、10年にわたって毎年最大10

億ドルの支援を約束したのである10。

　その後、2003年の米国の対イラク戦争や旧ソ連地域出でのカラー革命の発

生によって、米ロ関係は一時冷却化したが、核不拡散分野での二国間協力はむ

しろ強化された。米国が「規範を強制的に遵守させる政策」への反発･コスト

の高さを認識し、多国間協調に「回帰」する姿勢を示したからである 11。未だ

ソ連崩壊後の復興途上にあったロシアは、米国の動きに積極的に同調していく

ことになる。04年4月に採択されたWMD不拡散に関する国連安保理決議1540

号では、ロシアは米国とともに共同提案国としてこれに関わった。05年2月の

ブラチスラヴァ米ロ首脳会談では両国の核テロ防止協力の強化が謳われた。こ

うした動きが翌06年7月のサンクト・ペテルブルクでのG8サミットの時に提唱

表：国防省管轄のCTRにおける成果一覧8

実施された作業 成果 実施された作業 成果

核弾頭の（解体） 7616個 SLBM発射基の解体 492基

ICBMの破壊 914基 核装備空対地ミサイル

の破壊
906基

ICBMサイロの破壊 498か所 爆撃機の解体 155機

ICBM移動発射機の破壊 197基 核実験トンネル／穴の

封鎖
194か所

核兵器搭載潜水艦の破壊 33隻 核兵器輸送列車の発送 611台

SLBMの解体 695基 核兵器貯蔵施設のアッ

プグレード
24か所

生物兵器実験棟の保安強化 47か所
化学兵器用化学剤の破

壊
4018.6（トン）

（2013年3月31日現在での進捗状況）
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された米ロ両国による「核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシア

チブ」（GICNT）の立ち上げにつながるのである。

　他に、1993年、米ロ両国が承認した高濃縮ウラン購入協定（通称「メガト

ンからメガワットへ」プログラム）がある。これは米国が20年間にわたって、

解体した核弾頭から回収した500トン（約2万発の核弾頭に相当）の高濃縮ウ

ランをロシアが低濃縮化し、それを米国が購入し、原子炉用燃料に加工して消

費するというものである。これによって、ロシア側は余分な核弾頭の解体がで

きるだけでなく、何十億ドルもの収入に加え、数千人の雇用も確保することが

できた12。

　また、核兵器解体後に出た余剰プルトニウムに関しては、2000年、米ロ双

方が34トンずつを処分することが合意され、資金不足のロシアに対しては他

のG8 各国が支援することが約された13。

　ところが2007年から米ロ関係は確実に悪化した。2月のミュンヘン安全保障

会議でプーチンは初めて米国のユニラテラリズムを強く批判する演説をした。

それは経済成長に自信を持ち始めたロシアが自尊心を強めると同時に、ミサイ

ル防衛（MD）の開発を続ける米国に対して軍事的な警戒心を高めた結果であっ

た。ロシアは自尊心を回復するにつれ、CTR延長への意欲を失っていった。

CTRは一度2006年に延長されたが、ロシアはこの時ですら、自らの態度をな

かなかはっきりさせず、最終段階でようやく延長に合意したと言われる。13

年7月の期限を前に、再度延長交渉が行われたが、この時、ロシアが問題にし

たのは以下の2点であった。一つは、作業途中に起きた事故に対する責任引き

受けの問題である。米国側は一切これに応じてこなかったが、ロシア側はこれ

に不満を持っていた。もう一つは、米側が作業終了後の現地査察を求めた点で

ある。対象が軍事機密に関連する施設であるため、ロシア側は米国との関係が

緊張するにしたがって、米査察団の立ち入りを忌避するようになったのである。

　この結果、延長は難しいと思われた。しかし、両国のこの問題に関わってい

る当事者や専門家の間ではまだまだやり残している作業が多いという共通認識

があり、結局、CTRは規模を縮小して延長されることになった。すなわち
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2013年6月の新しい合意の下、ロシア国防省に関わる活動は停止されたが、米

エネルギー省によるロシアの国営原子力企業ロスアトムに対する保安対策活動

等は継続されることになった。しかし、14年のウクライナ危機によって、こ

の分野での米ロ協力はついにその命脈が尽きることになった。15年2月初めま

でに、ロスアトム8施設での保安システムの更新作業の停止等が発表され、残

るはロスアトム以外の核施設の保安作業や意見交換等のみとなっている14。また、

上記の高濃縮ウラン購入協定も20年間で大きな成果を上げたが、13年、延長

されることなく終了した15。

（２）国内管理の自助努力

　次にロシア自身による管理体制の強化の動きを見てみたい。プーチン政権下

では社会は安定したが、政治腐敗は以前に増して蔓延している。ロシアの自信

回復とは裏腹に、こうしたことが核の保安を危うくすることは言うまでもない。

プーチンはどう動いてきたのだろうか。

　プーチンが国内の管理体制強化に動き出したのは、2002年10月のモスクワ

劇場占拠事件の後であった。03年12月に開かれた安全保障会議16で、大量破壊

兵器およびその運搬手段の不拡散分野での国家安全保障問題が、初めて議題に

取り上げられている。同会議で、プーチンは率直に、拡散防止問題がロシアに

とっても優先事項であること、今後国内管理を強化すること、そして国際的義

務を遂行し、さらに国際協力に寄与する旨を述べている。同時に、国内管理に

関しては全体的なシステムがまだないこと、「不拡散」に関する統一理解もな

いこと、専門家が足りないことを指摘し、まずは①ステレオタイプを捨て、現

存する概念的文書（第一に安全保障概念）における優先順位を再規定する、②

既存の不拡散政策の全面的再検討を行う、③省庁間の作業重複を改め、全体の

調整を向上させる、④専門家を養成する、⑤独立国家共同体（CIS）の枠内で

の政策協調を図る、ことを主張している。

　この会議の結果、翌日には「2010年までとそれ以降におけるロシア連邦の

核および放射性物質の安全保障分野における国家政策の基礎」 17が大統領の承
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認を受けている。これによって、危険施設のリスト、危険物質の在庫管理、汚

染地域の特定・処理、住民や関係者の安全確保などについての国内統一基準が

ようやく設けられることになった。計画実施は段階をおって行われることとさ

れ、第1段階（2004-05年）でデータの作成、第2段階（2006-10年）を管理シ

ステムの作成・完成化に当てるとしている。第1段階が終了し、第2段階に入っ

た2006年6月30日、軍事産業委員会議長で副首相兼国防相であったセルゲイ・

イワノフ(Sergei Ivanov)が同委員会管轄の下で作成した「不拡散白書」も初

めて公表された18。

（３）問題点

　こうして、ロシアの保安状況は大幅に改善されてきている。しかし、問題は

依然多い。単純な窃盗は著しく難しくなったが、内部犯行の可能性が依然高い

からである。ロシアの核問題に詳しいポドウィグ（Pavel Podvig）が書いた報

告書（2009年）は次のように指摘している。核兵器は国防省の管理下にあり、

実戦配備されているもの以外は比較的少数の貯蔵サイトに集積させられ、同省

第12総局の兵士によって厳重に管理されているが、国営原子力企業ロスアト

ムが管轄する軍事・民間利用双方の高濃縮ウランやプルトニウムは、その総保

有量も不明確であり、多くのサイトに分割保管され、輸送される機会も多いた

め、決して安心できる状態にあるとは言えない、と 19。上記「核および放射性

物質の安全保障分野における国家政策の基礎」は2012年4月、プーチン政権第

3期の開始時に改訂されている。10年近くたってからの改定であるが、「核及

び放射性物質の物理的保護システムの改善」という項目では、列挙されている

問題点4点中3点は旧版と同じままである20。

　こうした行政上の不備の外にも、問題の解決を難しくしているものとして、

ロシアの国民性や社会的構造に根差す点も指摘されている。ハーバード大学ベ

ルファー・センターが毎年行ってきた調査報告によると、一つはロシア社会に

おける保安システムの持続可能性の問題、すなわち保安システムが導入されて

もそのメンテナンスができないという点や、保安文化の問題が指摘されている。
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後者は規則を守る意識が低い、あるいは保安に対する意識が低いため、せっか

く導入された侵入探知機が誤作動を嫌がる職員によって電源が切られたままに

置かれている、あるいはセンサー付きドアが開けっ放しになっているといった

点である21。

　第2は政治腐敗の蔓延、それを摘発する第3者機関の欠如といったロシア社

会の構造的な問題である。上記ハーバード大学の報告書によれば、兵器級核関

連物質の保管サイトを警護しているのは内務省軍の徴募兵であるが、彼らは若

く、しばしば低賃金で意識も低く、訓練も受けていない。閉鎖都市セヴェルス

クの報告では、警護に当たる内務省部隊がむしろもっとも危険な内部犯行者と

なっているという 22。またチェリャービンスクの閉鎖都市を例とする核物質流

出のシナリオも、起こりうる事例として注目された。それによれば、核兵器か

ら取り外され市内に保管されている核関連物質が、ドラッグを買う金ほしさに

中で働く労働者などの手で持ち出され、それが犯罪組織の仲介で、最終的にテ

ロリストの手に渡る、というものである23。こうしたリスクは現在も現実味を持っ

ている。

２．輸出管理政策

（１）国際輸出管理レジームへの加入

　ロシア国内の核兵器や核関連物質の管理と同様に、問題とされたのがロシア

企業に対する輸出管理の問題である。ソ連解体直後、非合法組織や個人による

持ち出しの他に、予算不足に悩む企業を傘下に持つ省庁自体が不当な輸出に走

ることが横行しており、これを止める必要があった。はじめに米国が問題にし

たのは、核技術ではなくミサイル技術である。ソ連時代の91年1月、ソ連一般

機械製作省のロケット・エンジンの輸出部門であるグラフコスモスがインドの

宇宙研究組織（ISRO）と調印した低温エンジン売却契約が問題とされたので

ある 24。これにより、インドが高性能な長距離ミサイルを開発する可能性が生
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じていた。しかし、そもそもミサイルはソ連国家の威信の象徴であり、ソ連は

その輸出を影響力拡大の手段として使っていた。したがって、多くのソ連人が

その国際的な輸出規制には批判的であった。またソ連崩壊の混乱期、国家発注

が途絶え、ISROとの契約はグラフコスモスにとって組織の生存をかけたもの

でもあった。

　ソ連崩壊と米国の政権交代を経て、1993年7月、エリツィン(Boris Yeltsin)

政権とクリントン(William Clinton)政権の間で妥協が成立した25。その内容は、

エンジン本体の輸出は可能だが、生産技術の輸出は自己規制する、というもの

であった。合意された覚書は93年9月に正式に調印されたが、その後も、国内

の抵抗は強く、結局、合意内容が具体化され、ロシアがインドとの契約内容を

修正するのは94年3月となった。95年10月、ロシアのミサイル技術管理レジー

ム（MTCR）への加盟申請は正式に受理された。

　対米譲歩が可能となったのは、一つにはソ連からロシアとなり、交渉の担当

を継承したロシア宇宙庁が、グラフコスモスとは異なり、ロシア政府に従順で

あったということがある。しかし、より大きいのは、クリントン政権が制裁を

課しながら他方で、ブッシュ父政権とは異なり、すべてを禁じる（ゼロ・トレ

ランス）のではなく、妥協案を示し、なおかつ、ロシア宇宙庁にはこの分野で

の米ロ協力、すなわち国際宇宙ステーション計画への参画や、商業打ち上げサー

ビス事業への参入を後押しするなど、アメを提供した結果であった26。

　しかし、いつもアメが用意されているとは限らなかった。ロシアのMTCR

への正式加盟までの2年間、米国には別の懸念案件があった。それはロシアの

イランへの兵器及び原発輸出である。兵器に関しては1989年から92年、ソ連(ロ

シア)はイランとの間で、10年を期間とする兵器輸出契約に調印していたが、

その契約品目の大部分はすでに92-96年の間に引き渡されていた。また、原発

に関しては92年8月に結ばれたロシア・イラン間の協力協定に基づいて95年1

月に締結した、ブシェールの軽水炉建設の完了工事とその関連の契約である。

　結局、ロシアは米国の圧力を受けてイランとの契約を自粛することになり、

ロシア側には収益減、新規注文の喪失、パートナーとしての信用の失墜など、
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大きな損失を被ったという意識が残った。兵器輸出に関しては、ロシアは米国

と1995年6月30日に覚書を調印し、新規契約を結ばない、残りの輸出も99年末

までに完了させ、イランとの軍事協力を段階的に廃止することを約束した。他

方、原子炉契約に関しても、95年12月、ロシアは秘密書簡で、協力内容をブシェー

ルの1号機と、燃料、トレーニング・サービスの提供のみに限定することを約

束した。

　以上のように、米国は1990年代、時にアメとムチを駆使して、ロシアを国

際不拡散システムの中に組み込んでいった。ミサイル輸出のレジームへの加盟

のほか、ロシアは、冷戦期に共産国への通常兵器や汎用技術の輸出管理体制と

して作られていたCOCOMの後継組織であるワッセナー・アレンジメントの創

設（96年7月）に加わった 27。なお、核兵器に関しては，ソ連は原子力供給国

グループ(NSG)の設立当初からの参加国である。

（２）国内輸出管理システムの確立

　国内法の整備も早急に求められた。1992年4月、大統領令388号によって輸

出規制品目リストの基づく輸出管理システムが暫定的に作られた。軍需品も汎

用品もともに規制対象とされた。「ロシア連邦輸出管理委員会」が創設され、

省庁間の調整が図られたが、結局、担当官庁の主導権争いが起こり、システム

の運用はスムーズにはいかなかった。

　1990年代中頃、米国が再び問題としたのが、イランに対するミサイル輸出

であった。イランは北朝鮮のノドン・ミサイルのコピーである中距離ミサイル、

シャハブ3とその改良型長距離ミサイルの開発中であり、これにロシア企業が

関わっていることが強く疑われたのである。97年3月のヘルシンキ首脳会談で、

クリントン大統領がこの問題を提起すると、エリツィン大統領は疑惑を強く否

定する一方で、調査を約束した。同年6月のデンバーG7サミットではミサイル

問題の特別チャネル28を設置、協議を進めることになった。

　米側は再び制裁をテコにより強力な輸出規制法や規則の施行を要求するが、

他方で、対インド輸出の時と同様に、ロシア宇宙局へはアメとして、宇宙ビジ
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ネスでの協力拡大を提示した。ここで重要な役割を果たしたのが、米側の安全

保障担当大統領補佐官のバーガー（Samuel Berger）とロシア側の安全保障会

議書記ココーシン（Andrei Kokoshin）である。両者はロシアの官僚組織の干

渉を排して、直接議論を詰めていった。この結果、1998年、軍需品の輸出審

査は連邦法「ロシア連邦と諸外国の間の軍事技術協力について」により別系統

とされ、汎用品や原子力関連物質等に関しても、1999年、連邦法「輸出管理

について」が制定された。

　同法には以前に比べ、調査権、罰則規定などより大きな権威が与えられるこ

とになった。規制品目のリストだけではなく、WMDやミサイルの開発や生産

に利用される可能性がある材料や技術をも対象とするキャッチオール規制も導

入された。バーガーとココーシンの連係プレーで、情報が交換され、いち早く

不正輸出が規制されるケースも見られた。MTCR違反ではないとしながらも、

ロシア政府がロシア企業の対イラン輸出契約をキャンセルする場合もあった。

しかし、輸出許可証の審査権限が関係省庁間に分割されていたため、システム

の運用は依然場当たり的であった29。

　2000年5月、プーチンが大統領に就任した。プーチンはロシアを「強い国」

にすることを目指して、中央権力の強化とともに政治経済構造の再編に着手し

た。輸出管理もその一環である。しかし、まずプーチンが行ったのは、国家の

求心力の強化であった。対外政策では米国との対等性が強調されると同時に、

国内企業の保護に重点が置かれた。この結果、ロシアは2000年11月3日、米国

大統領選挙の4日前に、イランへの武器輸出制限に関する1995年協定を12月1

日以降無効とすることを米国政府に対して通告した。 翌01年3月、ハタミ 

(Seyyed Moh. ammad Khātamī) 大統領がロシアを訪問した。イランの行政府

のトップとしては初めてのこととなる。このとき、プーチンとハタミは2国間

の相互関係の基礎と協力に関する条約に調印した。10月には年間3-4億ドルの

武器供与に関する枠組み協定に調印している。契約内容には、ロシア産兵器の

スペヤ部品や新型戦闘機のほか、防空システムなどが含まれていた30。

　その後、2004年、政権2期目に入り、ようやくプーチンは行政改革に着手する。
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その中で、現在の輸出管理制度が完成することになった。軍需製品の輸出管理

を行うのは連邦対外軍事技術協力局(FSMTC)、汎用製品を扱うのは連邦技術・

輸出管理局(FSTEC)とされ、ともに国防省の傘下に置かれた。両局は、それ

ぞれ輸出入規制リスト案を関係機関の協力を得て策定し、大統領によって承認

されたリストを基に審査を行い、輸出許可証を発行することになった。

　このようにロシアの輸出管理制度は，制度的には厳格なものが確立してはい

るが、やはり問題点は指摘されている。第一に、国内の管理体制の場合と同様

に、プーチン政権下で蔓延している汚職や犯罪組織の増大が、非合法な兵器移

転の可能性を残しているのである。国民の法遵守への意識は高いとはいえず、

賄賂やその他の不法なインセンティブによる汚職の蔓延がシステムの効率を低

下させている。マスメディアやNGOの活動は政府によって規制されており、

第3者機関による監視の機能を果たしていない。

　さらに条約上の義務違反ではないが、輸出管理の目的精神に反するロシアの

態度がその後も、しばしば批判の対象となってきた。イランへの原子炉や兵器

輸出がその例である。ロシアはイランの核兵器開発を阻止する国際的な取り組

みにも消極的であり、ロシアの誠意に対する疑念を生じさせてきた。以下では、

この点に関するロシアの意図を考えてみることにしたい。

３．対イラン外交と国内原子力産業政策

（１）冷戦崩壊からプーチン就任当初まで

　ロシアの原子力産業も冷戦の終焉とソ連崩壊で大きな打撃を受けた。予算執

行が滞る中、原子力産業を抱えるロシア原子力省（ミナトム） 31も財源を輸出

に求めた。ミナトムは民生用の原発と軍事用の核兵器開発を一手に掌握してい

たが、後者の需要が大きく落ち込む中、民生用原子炉や関連技術・機材の輸出

に期待が集まっていた。そうしたときに、イランがイスラム革命のために建設

が中断されたままになっていたブシェール原発1基の建設をロシアに打診して
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きたのである。しかも、契約は原発１基にとどまらず、さらに大きな収益が見

込まれた。ブシェールはミナトムにとって「救命いかだ」であったのであ

る32。1995年1月、両国は8億ドルの契約に調印した。

　当然ながら、クレームをつけたのが米国であった。米国は、イランが原子炉

輸入の裏で核兵器開発のための核燃料サイクル技術の獲得を狙っていると考え

たからである。実際、直後に、正式な契約の他に秘密取引があることが発覚し

た33。米側の圧力を受けて、1995年首脳会談でエリツィンは調査を約束し、結

局、前述のように95年12月、引き渡しを原子炉1基と関連する燃料・訓練に限

ることを約束したのである 34。だが、98年、イランとの関係が深いアダモフ

(Yevgeny Adamov)が原子力相になると、95年誓約の履行はあやふやとなり、

米国は再びロシアに対する疑念を強めることになった35。

　2000年5月、大統領に就任したプーチンはイランへの輸出政策を大幅に変更

する。イランへの軽水炉の輸出は正当な権利であると主張し、自主規制に関す

る米国との95年の合意事項を破棄したのである。その後、兵器輸出に関しても、

同様の措置に出たことはすでに述べた。しかし、他方でプーチンはアダモフを

解任し、対米協力を重視するルミャンェフ（Alexander Rumyantsev）を後任

とした。また、前述のように国内の管理体制の強化や輸出規制のシステム確立

に乗り出したのである。

　この時期、ブッシュ大統領は2002年の年頭教書で、イラン、イラク、北朝

鮮を名指しした「悪の枢軸」演説をする。まもなく同年夏にはイランが IAEA

に無申告のウラン濃縮を進めていることが発覚した。そして、翌03年、米国

は核開発を理由にイラクのフセイン政権打倒を目的とする軍事攻撃を実施する。

しかし、イラク戦争は別の副産物も産んだ。イラク戦争に脅威を感じたリビア

が核放棄を決断したのである。そして、そのリビア筋から、リビア、北朝鮮、

イランの核技術の供給源がカーン(Abdul Khan)博士の作った闇ネットワーク

であることが発覚したのである 36。ロシア側はこれで「濡れ衣」が晴れたと考

えた37。
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（２）プーチン政権第1・2期の政策：3レベルの利害の調整

　イラク戦争後、米国が多国間主義へと軸足を移した。カーン博士の告白もあ

り、ロシアにとっては外交の幅を広げる好条件がそろった。以後、ロシアは積

極的に「対等な立場」での米国との核不拡散協力を演出していくことになるが、

そこには同時にロシアの原子力ビジネスの再編と国際展開が視野に入れられて

いた。それは冒頭述べた核不拡散という利害に加えて、ロシアのグローバル、

地域、国内の3つのレベルの利害が一致する点であった。すなわちプーチンは

言わば1石4鳥を狙ったのだと言える。

　2005年2月、ロシアはイランと原子炉稼動協定を調印したが、このなかには

使用済み燃料の引き取りの規定が正式に挿入された38。さらに、同年11月には、

今後イランがウラン濃縮を断念する代わりに、ロシアが核燃料の安定供給を約

束するという提案をした。イランはあくまでも自国内の濃縮にこだわり、この

提案を拒否したが、これが以下に示す核燃料国際管理構想(MNA)のロシア提

案となったのである39。

　核燃料サイクル活動を国際管理の下に置くという構想の起源は古い。1946

年の国連原子力委員会における論議にさかのぼることができる。今回、議論再

浮上のきっかけとなったのは、2003年のエルバラダイIAEA事務局長の提案で

あった。背景には、温暖化による原子力発電への需要の高まりがある。事務局

長はウラン濃縮や使用済み燃料の再処理等を多国間の管理に置く核の多国間ア

プローチを提唱し、翌04年、専門家グループに議論のたたき台を作成させた。

特に議論は核燃料の供給保障や核燃料バンク構想に集中した。

　ロシアの場合はイランとのやり取りを経て、プーチンが2006年１月、ユー

ラシア経済共同体の首脳会合で正式に国際ウラン濃縮センター(IUEC)構想を

発表した 40。それは核燃料を必要とする国に対して、不拡散義務を負うことを

条件に、無差別に安定して燃料を供給し、かつ使用済み燃料を引き取り再処理

する、というものであった。そのための国際ウラン濃縮センターの一つをロシ

ア国内に建設し、IAEAの完全な管理の下にそれを運営するとした。2007年9月、

IUECは正式に設立され、09年11月にはIAEAの承認も受けている。
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　こうした IUEC構想の推進の裏では、プーチン政権による原子力産業の大再

編が行われている。もともとソ連時代、原子力行政はソ連閣僚会議付属第一総

局を経て、ソ連中型機械製作省が管轄していた。1989年に同省はソ連原子力

省と改称、ソ連解体後は92年1月にミナトムに再編された。さらに2004年、プー

チン政権第2期を前にした行政改革でロシア原子力庁（ロスアトム）に衣替え

していた。

　ロシアがイランに対してウラン濃縮サービスの提供を提案した2005年11月、

ロスアトム長官に元首相で企業経営の手腕を買われたキリエンコ(Sergei 

Kirienko)が抜擢され、以後、彼が原子力産業の抜本的再編事業の指揮をする

ことになる 41。ビジネスを展開するに当たって、ロシアの法律は核物質や施設

の民間所有を禁じているため、まず原子力セクターを民生用と軍事用に分離す

ることが優先課題であった。07年2月にはそのための連邦法が成立している42。

その上で、同4月には、ウラン生産から原子炉建設まで一手に請け負う原子力

版ガスプロム社ともいえるアトムエネルゴプロムの創設が決められた。さらに、

12月には原子力庁自体が国営企業ロスアトムとして改変され、キリエンコが

初代総裁に任命されている。

　石油高騰や温暖化対策としての原発需要の高まりを見て、ロシアでも海外で

の原子炉建設（イラン以外でも）や IUEC事業が一躍有望な目玉事業として認

識されるようになった。2006年5月の議会教書演説でプーチン大統領は、原子

力発電分野の強化に言及し、世界の原子力市場におけるロシアの地位向上を訴

えた 43。同年9月、ロスアトムは目標値として、国内の総発電量に占める原子

力のシェアを20年に23％、30年までに25％とすると発表した(後に下方修正。

電力会社統一エネルギー・システムの予測では、2020年での原子力のシェア

は15.9％） 44。10月には550億ドルの原子力エネルギー開発計画を正式に承認

している。

　こうして順調に進むかと見えた不拡散問題をめぐる米ロ協調も、2006年6月

のサンクト・ペテルブルクG8 サミットをピークに、徐々に変調をきたし始め

る。07年に入り、米国は欧州ミサイル防衛計画を具体的に進め始めたからで
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ある。米国がレーダーと迎撃ミサイルの配備予定国であるチェコとポーランド

との具体的な交渉を開始した。これが前述のように07年2月のプーチンによるミュ

ンヘン安全保障会議での対米批判や、同年末の欧州通常戦力削減（CFE）条

約凍結という態度硬化につながった。

　連動する不拡散協力分野でも、ロシアは態度を硬化させ、いわば対米「イラ

ン・カード」とも言える行動をとっている。2007末にロシアは米国が問題視

してきた防空ミサイルS-300 のイランへの売却を決定したのである。S-300は

長距離防空ミサイルシステムで、イランが原発の防護のためにロシアからの供

与を切望してきた兵器である。90年代末、一時、商談は凍結されたが、2003

年以降、再浮上していた。契約では5大隊分のS-300PMU-1の供与がなされる

ことになっており、その額は8億ドル相当と言われる。

　ただし注意すべきことは、ロシアが実は核技術の移転に関しては極めて慎重

だったということである。対米「イラン・カード」を使いながらも、実際には、

イランへの圧力も忘れていなかった。上記のように2005年2月にブシェール原

発に関する契約は成立したが、同年8月にイランでは強硬派アフマディネジャ

ド（Mah. mūd Ah. madī-nezhād）大統領が就任した。この秋、イランはロシア

のウラン濃縮代行提案を拒否する。プーチンはこれに立腹したと言われる。そ

の後、2007年10月、プーチンはイランを訪問し、燃料を搬入してブシェール

の原発を稼働させる最終判断を下すが、この時もまた、ウラン濃縮に関する提

案を説明したとも言われる 45。そもそもブシェール原発は、05年2月の契約で

は06年末の稼働が予定されていた。結局、この10月の決定後も工事完成は遅れ、

実際の稼働開始は2011年5月にずれ込んだのである46。

　その間、イランはIAEAの勧告に従わず、ウラン濃縮を続けた。ついに2006

年2月に IAEA理事会がイラン問題を国連安保理に付託したが、これまで反対

していたロシアは、ここで初めてこの問題に賛成票を投じた。4月、イランは

約3.5%までのウラン濃縮を行ったことを初めて公表した。以後、安保理は

2006年7月の決議1696号で「濃縮・再処理を止めなければ、しかるべき手段を

とる」との警告をイランに発した後、06年12月の決議1737号、07年3月の同
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1747号、08年3月の同1803号と、制裁を発動し、さらにその内容を拡大して

いく。ロシアはその都度、制裁内容を抑制するよう働きかけながらも、いずれ

も賛成票を投じてきた。

（３）メドベージェフ政権と対米協調

　2008年5月にメドベージェフ(Dmitrii Medvedev)が大統領に就任し、プー

チン首相とのいわゆるタンデム政権の発足となった。同年8月ジョージア戦争

で米ロは対立し、その後しばらく、ロシアはイランへのさらなる制裁決議採択

には応じなくなる。

　それでも2009年1月就任のオバマ米国大統領の「リセット」政策でロシアは

再び軟化した。米ロは新たな戦略核戦力の削減交渉に入り、10年4月には新

START条約が調印された。09年9月、オバマはブッシュ前政権の欧州ミサイル

防衛計画を見直すことも発表した。

　他方、2009年になると、イランのウラン濃縮の動きが強く懸念されるよう

になった。9月に第2のウラン濃縮施設をフォルドウに建設中であることが判

明した。ロシアはこの時期、よく米国と歩調を合わせている。10月、米国の

イニシアチブで「燃料交換案」が提起され、イランもこれに応じる姿勢を見せ

た。これはイランが貯蔵低濃縮ウランの大半をロシアに移送すること、ロシア

がイランの実験炉用の20%のウラン濃縮を代替した後、フランスが核燃料棒を

製造し、イランに引き渡すというものであった。11月27日、IAEA理事会はた

だちにウラン濃縮を停止し、査察を受け入れることを要求する理事会声明を出

した。ロシアと中国もこれに同意している。

　ところが結局、イランは「燃料交換案」を受け入れず、むしろ濃縮活動を強

化した。10年2月には自ら実験炉用に20%濃縮を開始する。イランはあくまで

もウラン濃縮をNPT第4条によって認められている固有の権利として要求する

構えであったが、米国はこれに応ずるつもりはなかった 47。この「不平等性」

に対する不満は非常任理事国の中にも同調する国があった。トルコとブラジル

である。この2国によって、10年5月、仲裁案が出されるが、それも米国等の
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受け入れるところはならず、ついに6月29日、安保理はロシアを含む賛成12票、

ブラジル・トルコの反対、レバノンの棄権をもって新たな制裁決議1929号を

採択したのである48。

　決議1929号はイランにすべての濃縮の停止と、査察の受け入れを前提として、

金融制裁、武器禁輸、貨物検査におけるそれまでの制裁決議を強化拡大する内

容で、特に、金融面では国連加盟国にイランの銀行の支店開設を許可しない措

置を取るよう求めている。メドベージェフはこの直前の6月5日、メルケル独

首相との共同記者会見の場で、新しい制裁決議に賛成することを発表した。こ

の時、メドベージェフは「制裁は誰も望まないが、決めなくてはならないとき

もある。・・国際社会の声をイランの指導者も聞いてほしい。無責任な行動を

し続けることはまかりならない」49と述べている。また7月の大使会議では「イ

ランが、原則として核兵器製造に利用できる能力の保有に近づいているのは明

らかだ」と述べた50。

　この後、問題とされていたイランに対するS-300供与に関するロシアの去就

が注目された。6月10日の段階では、外務省筋からS-300は制裁の対象外であ

るとの見解が示されたが、翌日、プーチンがサルコジ(Nicolas Sarközy)仏大

統領に対して、S-300引き渡しはしないと約束したと伝えられた 51。そして、

最終的にメドベージェフは9月22日の大統領令で、国連決議の履行措置として

S-300の禁輸を明確にした。これに激怒したイラン側はロシアの契約破棄を国

際司法裁判所に提訴している52。

　こうしてロシアはイランの核兵器開発を止めるべく、対米協調に軸足を移し

た。これは決してメドベージェフの独断専行ではなかった。ただしロシアの微

妙な立ち位置に注意したい。すなわち、上記、トルコ、ブラジル提案に対して

ロシアは好意的に応じている。そして、6月の安保理決議1929号に賛成はしたが、

ロシアはその後、イランにすべての濃縮停止を求めるのではなく、IAEAの管

理の下、限られた範囲内で低濃縮の権利を認める姿勢を示し始めるのである。
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（４）プーチン政権第3期の政策：新たな均衡点を求めて

　2011年、中東に、そして米ロ関係に新たな波紋が生じた。中東諸国の民主

化運動の連鎖、「アラブの春」である。ロシアはリビアに関して、2011年3月

17日の国連安保理決議1973号の決議を棄権することによって、その採択を許

した。これは民間人保護のためリビア上空に飛行禁止空域を設定し、その履行

確保のために「あらゆる必要な手段をとる」権限を容認する決議であった。こ

れに基づいて欧州諸国主導のNATOリビア作戦が実施され、結果として8月に

カダフィ政権は崩壊した。03年のカラー革命以降、国内「民主化運動」への

外からの介入に強い警戒感を持つプーチンは、この結果に即応した。

　メドベージェフは5月のドーヴィルG8サミットでの記者会見で、「国民の保

護という義務を果たせないカダフィ政権は正当性を失った。…カダフィは政権

から去るべきだ」とするドーヴィル宣言を支持すると語っていた。しかし、こ

れは後にメドベージェフの個人的決定とされ、誤りとされた 53。そして、やは

り2011年3月以降、反政府運動と政府の対立が続くシリアに関して、ロシアは

中国とともに、制裁警告などの安保理決議案に拒否権を行使し続けた。ラブロ

フ(Sergey Lavrov)外相は、ロシアの意図は「リビア・モデル」の適用を拒否

することだと述べた 54。9月にはプーチンの次期大統領選出馬が発表され、事

実上プーチンの復帰が決まり、米ロ関係は冷却化していく。

　こうした状況の中で、再びロシアがイランと協調する環境が生まれていた。

実際、ロシアのイランに対する態度も慎重さが目立つようになる 55。しかし

2011年7月、ラブロフ外相が新たな提案を行った。イランのウラン濃縮活動を

直ちに停止するよう要求するのではなく、段階を追って、相互の信頼醸成を高

めていくという内容である。言い換えれば、当面、イランのウラン濃縮行動を

IAEAの管理の下で、ある程度容認する提案に他ならない。そうすることによっ

てしか、もはや濃縮活動を拡大しているイランを止めようがなかったとも言え

る。オバマ政権も段階的アプローチには好意的な反応を示した56。

　2012年初め、イランは依然、ウラン濃縮活動を拡大しており、イスラエル

の対イラン空爆が懸念されるようになった。そうした中、米国とイラン双方の
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歩み寄りが見られるようになった。米国はイランへの制裁を強化するが、軍事

攻撃には慎重な姿勢を示した。13年6月、イランの方でも大統領選挙が行われ、

穏健派のロウハーニー(h. asan Rowh. ānī)が選出された。そしてついに、13年4

月に開始されたP5+1とイランの協議によって、11月、共同行動計画が合意さ

れた。その後、さらに15か月にわたる協議の結果、15年4月に、ローザンヌ枠

組み合意が調印され、7月14日、最終合意文書としての包括的共同行動計画が

公表された。ローザンヌ合意で目指されたのはもはや、イランの濃縮活動の放

棄ではなく、イランが核兵器1個に十分な高濃度ウランを製造するまでの時間

を1年以上（この時点で2-3か月と推定）とすることであった57。

　プーチンは2013年11月の包括共同行動計画の合意直後、「ロシアが提案して

いた段階性、総合性の原則」が盛り込まれた、と自画自賛した。同年9月には

シリアの化学兵器破棄への同意をシリアから取り付け、米国の軍事介入を防い

だとしてプーチンは大いに気をよくしていた。しかし、実際のところ、枠組み

合意を成立させたのは、ロシアの仲介そのものというよりもむしろ、イランの

ウラン濃縮の既成事実の積み重ね、イランの中東全体における影響力の拡大、

スンニ派のIS（イスラミック・ステイト）の突然の台頭、オバマ政権の消極的

とも取れる中東政策といったむしろ中東の国際環境の変化によるところが大き

い。

　ロシアはローザンヌ合意後、時を経ずに、イランへのS-300禁輸の解禁や原

発のさらなる売却に乗り出した。最終合意の行方には不透明感も付きまとうが、

それでも合意が成立し、イランの国際社会復帰がなれば、それはロシアにとっ

て安心材料とばかりは言えない。石油価格のさらなる低下や中国のプレゼンス

の前に、ロシアの中東での発言力は低下する可能性があるからである。ロシア

にはイランとの関係の再構築が求められているのである。
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おわりに

　これまで述べてきたことをまとめれば、次のようになろう。

　第1に、1990年代はじめ、ルース・ニュークの危機に瀕したロシアは米国の

アメとムチによる誘導によって、問題の克服にかなりの程度成功してきた。し

かし、やがて安定したロシアは自尊心を取り戻し、米国への不満を蓄積させ、

その支援を忌避するようになった。折しもウクライナ紛争によって、米ロの協

力関係は途絶えることになった。ロシアの政策意図が、一貫して管理強化であ

ることは間違いないが、依然、ロシアには不安要素が大きく残っている。

　第2に、プーチンは大統領就任当初から、核不拡散体制の維持には積極的に

関わろうとしてきた。象徴的事例としてのイラン問題に関して、ロシアの行動

に影響を与える利害を解析してみると、イランの核兵器開発阻止という目標の

他に、グローバル（米国との協調）、地域（イランとの協調を通した中東への

発言力の維持）、国内（原子力・兵器産業の振興）の3レベルの利害が影響を

与えていると考えられる。政権第1、2期のプーチンは、これら4つの相互に対

立しうる利害を同時に満足される最適解を目指した。すなわち、核不拡散レジー

ムに国際ウラン濃縮センターという形で積極的に関与することで米国との協調、

イランの要求への対応、国内原子力産業の再編・ビジネスの国際展開を同時に

図ろうとしたのである。

　第3に、プーチンの上記の政策が破たんした後、ロシアがより重視していた

のはイランとの協調よりも、米国のミサイル防衛計画の進捗に影響を与えるこ

とであった。2007年、米国のミサイル防衛開発で米ロ関係が悪化すると、ロ

シアはイランへの原発・兵器輸出を進め「イラン・カード」ともとれる行動を

とっている。2008年、ジョージア戦争が起こると、国連での対イラン制裁決

議の審議に応じないという態度もとっている。これはロシアが米国との戦略的

安定を最重要視しているためであろう。

　しかし、第4に、これが実は一番重要な点であるが、ロシアがやはり高い優

先順位を置いているのは、イランの核開発阻止である。ロシアは「イラン・カー
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ド」を切っている時も、イランのウラン濃縮作業の進捗に敏感に反応している。

イランのウラン濃縮技術への執着が固く、その濃縮速度が高まると、ロシアは

平和利用のための濃縮を許容する交渉態度をとって、イランの核開発のエスカ

レーションを止めようとした。この提案がその後の歴史的合意の土台となって

いる。ウクライナ紛争で米ロ関係が極度に悪化するなかも、ロシアは熱心に仲

介役を果たした。ただし、ロシアが脅威と考えるのは、多くの証言があるよう

に核武装したイランではない 58。イランがロシアを核攻撃することは考えてい

ないからである。ロシアが恐れるのは、イランが核武装することによって、イ

スラエルやスンニ派アラブ諸国が動き、中東情勢が不安定化することなのであ

る59。
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